
 

 

 

令和 5 年度介護保険事業者集団指導 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

さいたま市福祉局生活福祉部監査指導課 



令和４年度に運営指導を行った中で、いくつかの事業所で同様にあった指摘に関してまとめました。ご

自身の事業所でも同じような事例がないか、再度確認いただくようお願いします。なお、昨年度中に運営

指導を実施する機会のなかったサービス種別の事業所については、サービス内容の近い種別を参考とし、

ご自身の事業の基準と照らし合わせて確認いただくようお願いします。 
 
 
 
 

よくある指摘事項 
 

目次 
 
・居宅介護支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 
 
・訪問介護・さいたま市第１号事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 
 
・通所介護・さいたま市第１号事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 
 
・短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 
 
・短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 
 
・特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護・・・・・・・・・・１４ 
 
・認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護・・・・・・・・１７ 
 
・介護老人福祉施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 
 
・介護老人保健施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

 

 

 

出席確認票のリンクはこちらです

https://www.city.saitama.jp/enquete/e001781.html

https://www.city.saitama.jp/enquete/e001781.html
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通所介護・さいたま市第 1 号事業 
 

指摘項目 指摘内容 
根拠条文 

（介護分のみ） 
1 通所介護計画・介護

予防通所介護サービ
ス計画の作成につい
て 

〇 利用者の心身の状況、希望及びその置かれている
環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達
成するための具体的なサービスの内容等を記載し
た通所介護計画を作成してください。また、通所介
護計画に従ったサービスの目標の達成状況を記録
してください。 
※ 短期目標の達成状況に関する記録が確認でき

ませんでしたので、短期目標の期限の到来時にそ
の達成状況を評価し、記録してください。 

 【条例第 97 条】                    

2 運営規程について 〇 次の項目について追加、修正をしてください。 
ア 事業の目的 
イ 利用定員 
ウ 従業者の職種・員数 
エ 通常の事業の実施地域 
オ サービスの利用料その他の費用の額 

  ※ 日常生活に要する費用の内容を具体的に記
載してください。不要の場合は削除してくださ
い。 

  ※ 「その他日常生活上、便宜に係る費用」の内
容を示してください。 

【条例第 98 条】 

３ 勤務体制の確保等に
ついて 

〇 従業者の日々の勤務時間、各職種の配置、兼務関
係等を明確にしてください。 

 ア 勤務時間を記載してください。 
 イ 機能訓練指導員を勤務表上で配置し、看護職員

との兼務関係を明確にしてください。 
ウ 管理者を勤務表上で配置し、生活相談員の兼務

関係を明確にしてください。 
 エ 生活相談員と介護職員の兼務関係及び勤務時

間を勤務表上明確にしてください。 
オ 看護職員と機能訓練指導員の兼務が分かるよ

うに勤務表の記載を修正してください。 

【条例第 99 条】 
 

４ 定員の遵守について     〇 利用定員を遵守し、指定通所介護の提供を行って
ください。 

【条例第 100 条】 

５ 非常災害対策につい 〇 訓練を定期的に実施し記録を残してください。 【条例第 101 条】 
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て 〇 非常災害に関する具体的計画を立ててくださ
い。また、速やかに従業者に周知してください。 

６ 記録の整備について 
 

〇 指定通所介護の提供について、条例で掲げている
記録は、その完結の日から５年間保存してくださ
い。 

【条例第 103 条】 

７ 重要事項説明書の修
正について 

〇 次の項目について追加・修正してください。 
 ア 事業の目的 
 イ 利用定員 

ウ 従業者の勤務体制 
  ※ 各職種の主な勤務時間を追加してください。 

エ 従業者の職種・員数 
※ 職務の内容を追加してください。 

  ※ 資格別でなく職種別に記載してください。 
オ 通常の事業の実施地域 
カ サービス利用に当たっての留意事項 

 キ 非常災害対策 
 ク その他運営に関する重要事項 

ケ 営業日及び営業時間 
  ※ サービスの提供時間を追加してください。 

※ 定休日に運営規程と相違がありました。正  
しく記載してください。 

 コ サービスの利用料その他の費用の額 
  ※ 運営規程にない費用（身の回り品に係る費

用）を削除してください。 
  ※ 運営規程と相違がありました。正しく記載し

てください。 

【条例第 104 条(第
９条準用)】 
           
 

８ 居宅サービス計画に
沿ったサービスの提
供について 

〇 居宅サービス計画に沿った指定通所介護を提供
してください。 

 ※ 居宅サービス計画に沿った内容で通所介護の
利用回数、長期目標、短期目標を設定してくださ
い。 

【条例第 104 条（第
17 条準用） 

９ 掲示について 〇 重要事項説明書、運営規程と同様に修正してくだ 
さい。 

【条例第 104 条(第
34 条準用)】 

 
 
加算・減算                                       

1 個別機能訓練加算に
ついて 

〇 利用者又はその家族に対して、個別機能訓練の実
施状況や効果等について説明したことを記録して

【別表６ 注11】 
【老企第36号  
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ください。 第２の７⑼】 
2 口腔機能向上加算の

算定について 
〇 定員超過利用が行われていますので、定員超過

利用の期間について、当該加算は非該当となりま
す。 

〇 言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、 
生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者 
毎の口腔機能改善管理指導計画を作成してくださ
い。 

【別表６ 注18】 
【老企第36号   

第２の７(13) 
 

3 介護職員処遇改善加
算について 

〇 事業所における賃金改善を行う方法等について
計画書を用いて職員に周知してください。 

【別表６ ホ】 
【老企第 3６号 
第２の７(20)】 

 
〔法令等の略称〕 

・ 「条例」 さいたま市指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成24年さ
いたま市条例第68号） 

・ 「別表」  指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号） 
・ 「老企第36号」 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指

導及び福祉用具貸与に係る部分及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の
制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年老企第36号） 
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認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 
 

指摘項目 指摘内容 
根拠条文 

（介護分のみ） 
1     重要事項説明書に

ついて 
〇 次の事項を追加・修正してください。 

ア サービスの利用料、その他費用の額 
※ 個人の嗜好に基づく「贅沢品」については、

サービス提供とは関係のない費用のためその
他日常生活費と分けて記載してください。 

※ 介護保険サービス提供の一環として提供さ
れる便宜と介護保険サービス提供とは関係な
い費用を区分してください 

 ※ 「おむつ代、理美容代、その他の日常生活費
（歯ブラシ・化粧品・タオル等）」と「それ以
外の費用」を分けて記載してください。 

イ 苦情処理の体制 
※ 市介護保険課の電話番号を修正してくださ

い。 
※ 区高齢介護課の電話番号を修正してくださ

い。 
ウ 勤務体制 

  ※ 介護従業者の勤務体制を記載してくださ
い。 

エ 提供するサービスの第三者評価の実施状況 

【条例第 129 条(第 10
条準用)】 
 

2 掲示について 〇 重要事項説明書及び運営規程と同様に修正して
ください。 

【条例第 129 条 
（第 35 条準用）】 

3 勤務体制の確保等
について 

〇 介護従業員の日々の勤務体制を明確にしてくだ
さい。 
※ 勤務表上に共同生活住居ごとの介護従事者

の日々の勤務体制、常勤・非常勤の別、夜間
及び深夜の勤務の担当者を明確にしてくださ
い。また、兼務関係、職種を明確にしてくだ
さい。 

〇 職場におけるハラスメントの防止のための雇用
管理上の措置を講じてください。 

 ※ パワーハラスメント等の防止のための措置が 
確認できませんでした。事業主の方針等を明確 
化し従業員に対してそれを周知・啓発するとと 

【条例第 124 条】 
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もに、苦情を含む相談に応じて適切に対応する 
ために必要な体制を整備してください。 

〇 業者の資質の向上のために、その研修の機会を
確保してください。 

4 認知症対応型共同
生活介護計画の作
成について 

〇 利用者の同意を得てください。 
※ 家族等の氏名で同意を得ていた例がありまし

たので、利用者本人から同意を得てください。 
※ 代筆する場合は、代筆者が利用者の氏名を記

載するとともに代筆者の氏名と続柄を記載して
ください。 

〇 計画作成担当者は、利用者の心身の状況、希望
及びその置かれている環境を踏まえて、他の介護
従業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達成
するための具体的なサービスの内容等を記載した
認知症対応型共同生活介護計画を作成してくださ
い。 
※ 介護計画書内でサービス内容等への利用者の

意向の反映状況を確認することができませんで
した。 

※ 介護計画書に援助の目標が記載されていませ
んでした。 

【条例第 119 条】 

5 指定認知症対応型
共同生活介護の取
扱方針について 

〇 身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に 
実施してください。 
※ 介護従業者その他の従業者に対する身体的拘

束等の適正化のための研修の開催回数が年１回
しか確認できませんでした。身体的拘束等の適
正化のための指針に基づいた研修プログラムを
作成し、年２回以上研修を開催してください。 

※ 新規採用時には必ず身体拘束等の適正化の
ための研修を実施し、研修の実施内容につい
ても記録してください。 

〇 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委
員会を３月に１回以上開催するとともに、その結
果について、介護従業者その他の従業者に周知徹
底を図ってください。 

【条例 118 条】            

6 運営規程について 
 

〇 次の事項を追加・修正してください。 
イ サービスの内容 
ウ 苦情処理の体制 
エ 認知症対応型共同生活介護等の利用料その他 

【条例第 123 条】 
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の費用の額を修正してください。 
※ 「その他の費用」の内訳を詳細に記載してく

ださい。 
※ 介護保険サービス提供の一環として提供さ

れる便宜と介護保険サービス提供とは関係な
い費用を区分してください。 

※ 「おむつ代、理美容代、その他の日常生活費
（歯ブラシ・化粧品・タオル等）」と「それ以
外の費用」を分けて記載してください。 

7 記録の整備につい
て 

〇 利用者に対する指定認知症対応型共同生活介護
の提供に関する記録を整備し、その完結の日から
５年間保存してください。 

 

【条例第 128 条】 

8 事故発生時の対応
について 

〇 事業者は、利用者に対する指定認知症対応型共 
同生活介護の提供により事故が発生した場合の対 
応方法について、あらかじめ定めていてくださ
い。 

【条例第129条 
(第41条準用)】 

 

 
加算・減算 

1 
 

看取り介護加算の
算定について 

〇 看取りに関する職員研修を行ってください。 
 

【別表５ 注 8】 
【老計発 

第ニの６(5)】 
2 口腔衛生管理体制

加算の算定につい
て 

〇 利用者の口腔ケア・マネジメントに係る計画を
作成してください。 

 

【別表５ リ】 

3 生活機能向上連携
加算の算定につい
て 

○ 利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立し
て行おうとする行為の内容について定めた３月を
目途とする達成目標及び当該目標を達成するため
に経過的に達成すべき各月の目標は、利用者自身が
その達成度合いを客観視でき、当該利用者の意欲の
向上につながるものとしてください。 
※ 当該目標に係る生活行為の回数や当該生活行

為を行うために必要となる基本的な動作（立位
又は座位の保持等）の時間数といった数値を用
いる等、可能な限り具体的かつ客観的な指標を
用いて設定してください。 

【別表５ ト】 

4 サービス提供体制
強化加算（Ⅲ）の

〇 勤続年数が分かるようにしてください。 
 ※ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所にお

【別表５ ヲ】 
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算定ついて ける勤続年数に加え、同一法人等の経営する他の介
護サービス事業所、病院、社会福祉施設等において
サービスを利用者に直接提供する職員として勤務
した年数が確認できるようにしてください。 

5 介護職員処遇改善
加算の算定につい
て 

〇 任用等の要件、賃金体系、昇給の仕組みについて、
就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全て
の介護職員に周知してください。 

【別表 5 ワ】 

6 介護職員等特定処
遇改善加算の算定
について 

〇 任用等の要件、賃金体系、昇給の仕組みについ
て、就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備
し、全ての介護職員に周知してください。 

※ 特定加算に基づく取組についてホームページ
への掲載等により公表してください。 

【別表 5 カ】 
 

 
〔法令等の略称〕 

・ 「条例」      さいたま市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平
成24年さいたま市条例第73号） 

・ 「別表」 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年3月14日厚生労働
省告示第126号） 

・ 「老計発」 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予
防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について
（平成18年3月31日老計発第0331005号・老振発第0331005号・老老発第0331018号） 
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介護老人福祉施設 
 指摘項目 指摘内容 根拠条文 

１ 重要事項説明書の修
正について 

〇 次の事項を追加・修正してください。 
ア 提供するサービスの第三者評価の実施状況

を追加してください。 
イ ユニットごとの入居定員 

※ 運営規程と齟齬がないように修正してく
ださい。 

ウ その他運営に関する重要事項 
※ 運営規程の内容を盛り込んでください。 

エ 営業日、営業時間 
※ 実態に合わせて修正してください。 

オ 従業者の勤務体制 
※ 勤務体制を明確にしてください。 

カ サービスの利用料その他の費用の額 
  ※ 運営規程と齟齬がないように修正してく

ださい。 

【条例第６条】 
【条例第 54 条 

（第６条準用）】 

２ 入退所について 〇 入所者の心身の状況、その他置かれている環
境等に照らし、その者が居宅において日常生活
を営むことができるかどうかについて定期的に
検討してください。 
※ 検討に当たっては、生活相談員、介護職員、
看護職員及び介護支援専門員等で協議してくだ
さい。 

〇 優先入所指針を見直してください。 

【条例第 11 条】 
【条例第 54 条】 
【入退所指針 12】  

3 指定介護福祉施設サ
ービスの取扱方針に
ついて 

〇 身体拘束適正化のための研修を定期的に実施
してください。 
※ 指針に基づいた研修プログラムを作成し、

定期的な教育（年２回以上）を開催するとと
もに、研修の実施内容についても記録して
ください。 

【条例第 15 条】 
【条例第 47 条】 

4 施設サービス計画の
作成について 

〇 解決すべき課題の把握にあたっては面接をし
て行ってください。 

〇 モニタリングの結果を記録してください。 
〇 文書により入居者の同意を得てください。 

※ 入居者の署名を代筆する場合は、代筆者が
入所者の氏名を記載するとともに代筆者の氏名

【条例第 16 条】 
【条例第 54 条（第
16 条準用）】 
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と続柄を記載してください。 
5 介護について 〇 褥瘡の発生を予防するための体制を整備して

ください。 
【条例第 17 条】 
【条例第 48 条】 

6 緊急時等の対応につ
いて 

〇 配置医師による対応その他の方法による対応
方針を整備してください。 

〇 緊急事態発生時の、配置医師との連携を整備
してください。 

【条例第 24 条の２】 
【条例第 54 条(第
24 条の 2 準用)】 

7 運営規定について 〇 次の項目の修正・追加をしてください。 
ア 事業の目的 

※ 重要事項説明書と整合を図ってくださ
い。 

イ サービスの利用料その他の費用の額につい
て 

  ※ 利用料を最新の情報に修正してくださ
い。  

※ 居住費のうち多床室の１日あたりの金額
を修正してください。 

※ 居住費及び食糧費に係る利用者負担段階
の第３段階を修正してください。 

※ 通院サービス費を削除してください。 
（介護保険サービスに伴い発生するもの以

外のものを記載する必要はありません） 
※ 日常生活費の内訳を個別具体的に記載し

てください。 
※ 重要事項説明書の費目と整合を図ってく

ださい。 
※ 金銭管理費の記載内容を修正してくださ 
 い 

【条例第 28 条】 
【条例第 51 条】 
 

8 勤務体制の確保等に
ついて 

〇 勤務表に従業者の日々の勤務時間、常勤・非常
勤の別を明確にしてください。 

〇 生活相談員と介護職員の兼務関係を明確にし
てください。 

〇 介護支援専門員と生活相談員の兼務関係を明
確にしてください。 

〇 管理者との兼務関係を明確にしてください。 
 ※ 勤務表に医師が掲載されていませんでした

ので、医師も含めて必要事項を記載したも
のとしてください。 

〇 看護師の併設事業所との兼務関係を明確にし

【条例第 29 条】 
【条例第 52 条】 
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てください。 
〇 職員の勤務体制を定めるに当たっては、入居

者が安心して日常生活を送ることができるよ
う、継続性を重視したサービスの提供に配慮し
たものとしてください。 
※ ユニットごとに、常勤のユニットリーダー

を配置してください。 
〇 ハラスメント防止のための措置を講じてくだ

さい。 
〇 ハラスメントの方針等を従業員への周知・啓

発等必要な措置を講じてください。 
9 掲示について 〇 重要事項説明書及び運営規程と同様に修正し

てください。 
【条例第 34 条】 
【条例第 54 条（第
34 条準用）】 

10 事故発生の防止及び
発生時の対応につい
て 

〇 事故が発生した場合又はそれに至る危険性が
ある事態が生じた場合に、当該事実が報告され、
その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底す
る体制を整備してください。 

〇 事故発生の防止のための委員会は、報告され
た事例を集計するだけでなく、事故等の発生状
況等を分析し、防止策を検討するとともに、その
効果の評価をしてください。 

〇 事故が発生した場合の対応等が記載された事
故発生の防止のための指針を整備してくださ
い。 

 ※ 入居者等に対する当該指針の閲覧に関する
基本方針を記載してください。 

【条例第 40 条】 
【条例第 54 条（第
40 条準用）】 

 
加算・減算 
１ 看護体制加算の算定

について 
〇 管理者を中心として、介護職員及び看護職員に

よる協議の上、夜間における連絡・対応体制（オ
ンコール体制）に関する取り決め（指針やマニュ
アル等）を整備し、看護職員不在時の介護職員に
よる入所者の観察項目の標準化（どのようなこと
が観察されれば看護職員に連絡するのか）を行う
とともに、施設内研修等を通じ、看護・介護職員
に対して、これらの内容を周知してください。 

【別表１ 注 8】 
【 老 企 第 40 号 
第２の５(7)】 
 

2 看取り介護加算につ
いて 

〇 看取りに関する指針の内容その他見取り介護の
実施体制について、適宜、適切な見直しを行って

【別表１ オ】 
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ください。 
 ※ 国が示す留意事項に記載されている項目を参

考にするとともに実績を踏まえて指針の見直しを
行ってください。また、見直しを行った場合は、
そのことが確認できるようにしてください。 

3 介護職員等特定処遇
改善加算について 

〇 取り組みについてホームページへの掲載等によ
り公表してください。 

【別表１ ウ】 

 
〔法令等の略称〕 
・ 「条例」     さいたま市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成24年12月

27日さいたま市条例第70号） 
・ 「別表」 指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準(平成12年2月10日厚生省告示第21号) 
・ 「老企第40号」 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する費用(短期入所サービス及び特定施設入居者

生活介護に係る部分)及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴
う実施上の留意事項について(平成12年3月8日老企第40号) 

・ 「入退所指針」  さいたま市特別養護老人ホーム入退所指針
（https://www.city.saitama.jp/002/003/003/001/004/p040280.html） 
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介護老人保健施設 
 指摘項目 指摘内容 根拠条文 

1 指定介護保険施設サ
ービスの取扱方針に
ついて 

〇 新規採用時には必ず身体的拘束適正化の研修を
実施してください。また、研修の実施内容につい
て記録してください。 

〇 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等
の適正化のための研修を定期的（年２回以上）
に実施してください。 

【条例第 15 条】 

2 施設サービス計画の
作成について  

〇 入所者の同意を得てください。 
※ 家族等の氏名で同意を得ていた例がありま

したので、入所者本人から同意を得てくださ
い。 

※ 入所者の署名を代筆する場合は代筆者が入
所者の氏名を記載するとともに代筆者の氏名
と続柄を記載してください。 

〇 入所者及びその家族の生活に対する意向及び総
合的な援助の方針並びに生活全般の解決すべき
課題に加え、各種サービスに係る目標を具体的
に設定し記載してください。さらに提供される
施設サービスについて、その長期的な目標及び
それを達成するための短期的な目標並びにそれ
らの達成時期等を明確に盛り込み、当該達成時
期には施設サービス計画及び提供したサービス
の評価を行えるようにしてください。 

【条例第16条】 
 

3 機能訓練について 〇 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その
他の職種が共同して、入所者ごとのリハビリテー
ション実施計画を作成してください。 

【条例第 19 条】 

4 管理者による管理に
ついて 

〇 専ら当該介護老人保健施設の職務に従事する常
勤の者としてください。 

【条例 25 条】 

5 運営規程について 〇 利用者負担の額を修正してください。 
※ 日常生活品費について、運営規程と重要事項

説明書において祖語のないよう統一してくだ
さい。 

【条例第 28 条】 
 

6 勤務体制の確保等に
ついて 

〇 従業者の勤務体制を定めてください。 
※ 勤務表上で従業者の日々の勤務時間、常勤・

非常勤の別、看護・介護職員等の配置等を明確
にしてください。 

【条例第 29 条】 
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※ 支援相談員と介護支援専門員の兼務関係等を
明確にしてください。 

〇 当該施設の従業者によって介護保健施設サービ 
スを提供してください。 

 ※ 非常勤の医師に関し、施設との雇用関係及び 
勤務時間が確認できませんでしたので、雇用関 
係及び勤務時間を明確にしてください。 

7 衛生管理等について 〇 介護職員その他の従業者に対し、感染症及び食 
中毒の予防及びまん延防止のための研修を定期的 
に実施してください。 

 ※ 感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のた
めの指針に基づいた研修プログラムを作成し、
定期的な教育（年２回以上）を開催し、研修の実
施内容についても記録してください。 

 ※ 中途採用者に対する研修記録を確認できませ 
んでした。新規採用時には必ず感染症対策研修 
を実施し、研修の実施内容についても記録して 
ください。 

【条例第 32 条】 

8 掲示について ○ 運営規程及び重要事項説明書と同様に修正して
ください。 

【条例第 34 条】 

9 秘密保持等について 〇 従業者が業務上知りえた秘密を漏らすことのな
いよう、必要な措置を講じてください。 

 ※ 従業者でなくなった後においてもこれらの秘
密を保持すべき旨を、従業者の雇用時等に取り
決めてください。 

【条例第 35 条】 

10 事故発生の防止及び
発生時の対応につい
て 

〇 新規採用時には必ず事故発生の防止の研修を実
施し、その内容について記録してください。 

〇 従業者に対する研修を定期的（年２回以上）に
実施し、その内容について記録してください。 

〇 事故発生の防止のための指針の内容を再検討し
てください。 

 ※ 指針に盛り込むべき内容について、基準を確 
認してください。 

〇 事故発生の防止のための委員会の役割を再検討 
してください。 

 ※ 事故発生の防止のための委員会は、介護事故 
発生の防止及び再発防止のための対策を検討す 
る委員会です。委員会は、事例の集計に止まる 
ことなく、発生時の状況等を分析し再発防止策

【条例第39条】 
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を検討するとともに、防止策を講じた後に、そ
の効果についても評価してください。 

11 記録の整備 〇 入所者に対する介護保健施設サービスの提供に 
関する記録を整備し、その完結の日から５年間保 
存してください。 

【条例 41 条】 

〔法令等の略称〕 
・ 「条例」     さいたま市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例（平成24年12

月27日さいたま市条例第71号） 

27


